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2008年10月13日から10月31日の約３週間, スイス・ジュネーヴの国連欧
州本部において, 市民的及び政治的権利に関する国際規約（International
Covenant on Civil and Political Rights. 以下「自由権規約」と略す｡）の監
視機関である人権委員会 (Human Rights Committee) 第94会期が開催さ
れた。今期, 委員会は第５回日本政府報告 (CCPR / C / JPN / 5) を10月15
日水曜日午後および翌16日木曜日午前中に検討した。当日の会議要点をま
とめた国連側の記録 (Summary Records, CCPR / C / SR.25742575) と議
事日程を記した国連文書 (Provisional Agenda and Annotation, CCPR /C / 94 /
1 / Rev.1, 1 October 2008) は, 国連人権高等弁務官事務所ホームページ内
のアドレス（http://www2.ohchr.org/english/bodies/hrc/hrcs94.htm）から入
手できる。
経済社会理事会の機能委員会の１つであった人権委員会 (Commission
on Human Rights)と区別するため, 自由権規約第28条に基づく人権委員会
を日本国内では「規約人権委員会」または「自由権規約委員会」(CCPR)
と呼称することが多い。本稿では「自由権規約委員会」で統一する。なお,
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市民的及び政治的権利に関する
国際規約の国内実施に関する
第５回日本報告と
自由権規約委員会の最終見解
(規約第３条 男女平等 関連部分)
資 料
経社理の人権委員会は, 2006年４月に国連総会の下部組織である人権理事
会 (Human Rights Council) へ改組転換された。
自由権規約は1966年12月16日に採択されたが, その際採択されたもう１
つの規約が,「経済的, 社会的及び文化的権利に関する国際規約」(以下
「社会権規約」と略す｡）である。1948年12月10日に採択された世界人権
宣言（国連総会決議217(Ⅲ)）と２つの国際規約は, 合わせて「国際人権
章典」(International Bill of Rights)と称される。なお, 外務省では社会権
規約をＡ規約, 自由権規約をＢ規約と呼称することが多い。
自由権規約の日本批准は遅く, 採択から13年後の1979年９月21日であっ
た。もっとも, 自由権規約の効力発生自体も遅く, 採択から10年後の1976
年３月23日であった。2008年11月25日現在, 自由権規約の締約国数は163
にのぼる（http://www2.ohchr.org/english/, 2008年12月４日アクセス)。
自由権規約に関連する文書として, ２つの選択議定書がある。市民的及
び政治的権利に関する国際規約の選択議定書（｢第一選択議定書｣）が1966
年12月16日に採択され, 個人通報制度を創設した。また, 死刑制度廃止に
関する選択議定書（｢第二選択議定書」または「死刑廃止議定書｣）が1989
年12月15日に採択された。だが, 日本政府はいずれも批准しておらず, 批
准の要件の検討にとどまっている。
日本は CCPRに長年人的貢献を果たしている。1987年から委員を務め
ていた安藤仁介京都大学名誉教授が2006年末で退任予定だったため, 2006
年９月に定員の半数の９名の委員が改選された際, 国際人権法の分野で世
界的に著名な研究者である岩沢雄司東京大学教授が日本から立候補した。
岩沢教授は立候補者20名のうち最多の127票を獲得し, 2007年１月委員に
就任した (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/iwasawa.html, 2008年
12月４日アクセス)。委員の任期は４年間だが, 再選は可である（規約第
32条第１項)。ただし, 委員は個人の資格として選挙され, 職務を遂行す
る（規約第28条第３項)。締約国から選挙のために指名される（規約第29
条第１項）が, 締約国代表では決してない。
CCPR第94会期ではニカラグア, モナコ, デンマーク, スペインも政府
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報告が検討されたが, 議事を傍聴した NGOの数は日本とスペインが抜き
んでて多く, 10を超えていた。参加 NGO一覧は, 国連人権高等弁務官事
務所 HP（http://www2.ohchr.org/english/bodies/hrc/hrcs94.htm）に記載さ
れている。
自由権規約は全53条を有するが, 人権規定そのものは全27条である。自
由権規約の第５回日本政府報告は計103ページとかなり分厚いが, 論点は
他の人権条約の委員会に提出した報告とも重なる部分が多い。今回, 筆者
は女性差別撤廃条約に関連する規約第３条（男女平等）についての報告と
委員会の最終見解 (concluding observations) を取り上げた。その理由は,
自由権規約委員会からの指摘が, 国連女性差別撤廃条約の監視機関である
女性差別撤廃委員会(Committee on the Elimination of Discrimination against
Women: CEDAW) からの指摘と重なることが多いためである。
過去, 女性差別撤廃条約の日本報告は, 第２回と第３回が1994年の第13
会期で, 第４回と第５回が2003年の第29会期で一緒に審議された（詳細は,
拙稿「女性差別撤廃条約の実施状況に関する日本政府報告と女性差別撤廃
委員会の最終コメント」『桃山法学』第９号（2007年３月）pp. 67107を
参照)。複数の報告を１会期で審議したのは, CEDAWに提出された締約
国からの報告が多数にのぼり, 検討に至るまでに時間を要したためである。
早くも2009年夏の第43会期には第６回報告の審議が予定されている。いず
れの検討においても, CEDDAWから雇用における間接差別の改善を勧告
されてきた。さらに, 派遣労働・契約労働・請負労働など非正規雇用の増
加により, 男女ともに労働条件が悪化しているが, 派遣労働者の中でも女
性労働者の平均賃金は男性のより低いことが指摘されている。
今回, CCPRから事前に日本政府へ宛てて出された質問事項の中で, 規
約第３条に関連するものは次のとおりだった（資料４参照)。
問５ 婚姻最低年齢の男女差, 女性の待婚期間
問６ 国会, 内閣, 地方議会, 行政, 司法における指導的立場の女性の
数
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問７ 民間企業における女性管理職の増加, 男女雇用機会均等法の間接
差別の定義拡大, 間接差別への制裁強化
問８ 刑法177条の強姦の定義（配偶者による強姦を定義に含めること),
性別に基づく暴力の被害者に対する支援強化
問９ ドメスティック・バイオレンスの被害者に対する支援
問10 トラフィッキングへの対策
問20 「慰安婦」に対する日本政府の法的責任の有無
問25 児童虐待への対策
問26 「合理的な差別」の概念を変更する可能性
問27 非嫡出子の概念を変更する可能性
委員会は検討の結果, 最終見解の「Ｃ．主な懸念事項及び勧告」の中で
日本政府に対し,「委員会は, 締約国の第４回定期審査後の見解で発出さ
れた勧告の多くが履行されていないことを懸念する。締約国は, 委員会に
よって採択された今回の勧告及び前回の最終見解を実行するべきである｡」
(CCPR / C / JPN / CO / 5, 30 October 2008, para. 6.) と勧告した。個別の
問題では, 女性の待婚期間, 公職における男女の衡平な代表, 女性で非正
規雇用に従事している者の不安定な状況, 男女の賃金格差の解消などが指
摘された。
1998年10月の第79会期で日本政府報告が審議された際, 委員会の最終見
解は1997年の改正雇用機会均等法などの制定を「肯定的要素」として高く
評価していた (CCPR /C / 79 / Add. 102, 19 November 1998, paras. 35)。
一方, 委員会は「Ｃ．主要な懸念事項及び勧告」として,「第３回報告の
検討の後に発せられたその勧告が大部分履行されていないことを, 遺憾に
思う」(｢規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討 Ｂ規約人権
委員会の最終見解 日本」(外務省仮訳), 第６, http://www.mofa.go.jp/
mofaj/2c2_001.html, 2008年12月４日アクセス)と失望も率直に表明してい
た。
第５回日本政府報告は提出期限が2002年５月であったが, 日本政府は
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2006年12月に提出した。さらに, 遅くなった報告の内容は前回より著しく
改善が進んだものとはいえず, 1998年に CCPRの出した勧告の多くを履行
していないと指摘された。これは, 日本国内で「法律上の平等」はそれな
りに整ってきたが,「事実上の平等」が未だ不十分であるといえよう。
2009年夏の女性差別撤廃委員会における日本政府報告検討でも, 男女平
等に関する部分で CCPRが行ったのと同様の指摘がなされると予想され
る。CEDAWへの報告は提出済みだが, CEDAW委員との質疑応答の中で
直近の改善点を付け加えることは可能である。今後, 日本政府が男女平等
についてどのような対策を真摯にかつ速やかに実施するのか, 大いに注目
したい。
＜参考文献＞
日本弁護士連合会編 『日本の人権21世紀への課題：ジュネーブ1998 国際人
権（自由権）規約第４回日本政府報告書審査の記録』 現代人文社 1999年
資料１ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）の第２条
第１項（締約国の実施義務）および第３条（男女の平等）(公定
訳）
資料２ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）の第２条
第１項（締約国の実施義務), 第３条（男女の平等）(英文, 規約
第53条第１項に基づき正文の１つ）
資料３ 市民的及び政治的権利に関する国際規約第40条１に基づく第５
回政府報告（外務省仮訳, 第３条関連部分の抜粋）
（出典）※ 報告（原文, 英語）は, 国連人権高等弁務官事務所公式ホー
ムページ内にある以下のアドレスに掲載されている。
http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/G07/415/73/PDF/G0741573.
pdf?OpenElement
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資料４ 自由権規約委員会から事前に送られた質問に対する日本政府の回
答（外務省仮訳, 第３条関連部分の抜粋）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfs/jiyu_kaito.pdf
2008年11月26日アクセス
※ 日本政府の回答（原文, 英語）は, 以下のアドレスに掲載されてい
る。
http://www2.ohchr.org/english/bodies/hrc/hrcs94.htm
資料５ 規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討 自由権規約
委員会の最終見解 日本（外務省仮訳, 抜粋）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfs/jiyu_kenkai.pdf, 2008
年11月26日アクセス。
※ 2008年の最終見解 (advanced unedited version) の原文（英語）は以
下のアドレスに掲載されている。
http://www.mofa.go.jp/policy/human/civil_ccpr2.pdf
資料６ 規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討 Ｂ規約人権
委員会の最終見解 日本（外務省仮訳, 全文）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/2c2_001.html, 2008年11
月26日アクセス。
＊＊＊＊＊
資料１ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）の第２条
第１項（締約国の実施義務）および第３条（男女の平等）(公定
訳）
第２条第１項 この規約の締約国は, その領域内にあり, かつ, その管
轄下にあるすべての個人に対し, 人種, 皮膚の色, 性, 言語, 宗教, 政治
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的意見その他の意見, 国民的若しくは社会的出身, 財産, 出生又は他の地
位等によるいかなる差別もなしにこの規約において認められる権利を尊重
し及び確保することを約束する。
第３条 この規約の締約国は, この規約に定めるすべての市民的及び政
治的権利の享有について男女に平等の権利を確保することを約束する。
資料２ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）の第２条
第１項（締約国の実施義務), 第３条（男女の平等）(英文, 規約
第53条第１項に基づき正文の１つ）
International Covenant on Civil and Political Rights
Article 2
1 . Each State Party to the present Covenant undertakes to respect and to
ensure to all individuals within its territory and subject to its jurisdiction the
rights recognized in the present Covenant, without distinction of any kind,
such as race, colour, sex, language, religion, political or other opinion, na-
tional or social origin, property, birth or other status.
Article 3
The State Parties to the present Covenant undertake to ensure the equal
right of men and women to the enjoyment of all civil and political rights set
forth in the present Covenant.
資料３ 市民的及び政治的権利に関する国際規約第40条１に基づく第５
回政府報告（仮訳）(第３条関連部分の抜粋）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfs/40_1b_5.pdf, 2008年
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11月26日アクセス。
市民的及び政治的権利に関する国際規約第40条１に基づく
第５回政府報告（仮訳）
2006年12月
第３条：男女平等原則
１．男女共同参画社会の実現に向けた推進体制
63．2001年１月, 中央省庁等改革に伴い, 内閣機能強化の一環として, 内
閣総理大臣を長とする内閣府が新たに設置された。その際, 男女共同参
画社会の実現が21世紀の最重要課題の一つであることから, 新たに, 内
閣府に男女共同参画会議及び男女共同参画局が設置され, 我が国におけ
る男女共同参画推進体制は格段に充実し, 強化された。(別紙①）
 男女共同参画会議の設置
64．男女共同参画会議は, 内閣官房長官を議長とし, 12名の国務大臣と12
名の学識経験者で構成されている。同会議では男女共同参画社会の形成
の促進に関する基本的な方針や政策, その他の重要な事項などの調査審
議を行うとともに, 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施
状況の監視や, 政府の施策が男女共同参画社会の形成に与える影響の調
査を実施している。
65．同会議の下には, 現在,「基本問題専門調査会」｢女性に対する暴力に
関する専門調査会」｢男女共同参画基本計画に関する専門調査会」｢少子
化と男女共同参画に関する専門調査会」｢監視・影響調査専門調査会」
の５つの専門調査会が設置されており, それぞれ検討を進めているとこ
ろである（別紙②)。なお, このほかに「仕事と子育ての両立支援策に
関する専門調査会」も設置されていたが, こちらについてはすでに任務
(桃山法学 第13号 ’09)48
を終了している。また,「苦情処理・監視専門調査会」及び「影響調査
専門調査会」は,「監視・影響調査専門調査会の設置に伴い, 廃止され
た。
 男女共同参画局の設置
66．男女共同参画局は, 男女共同参画社会の形成の促進を図るための基本
的な政策に関する事項の企画立案・総合調整, 男女共同参画基本計画の
推進等を所掌事務とし, 男女共同参画会議の事務局としての機能も担っ
ている。
67．また, 地方公共団体, 民間団体とも連携を図りながら, 国民各界・各
層において様々な取組が行われるよう, 社会全体としての気運の醸成に
努めている。
 男女共同参画担当大臣
68．強力かつ迅速に男女共同参画に係る政策の調整を行うべく, 男女共同
参画担当大臣が置かれている。
２．男女共同参画社会基本法
69．日本国憲法には個人の尊重, 男女平等の理念がうたわれており, 男女
平等に向けた法的取組等は, 国際的な動きとも連動しつつ進歩してきた
が, なお男女共同参画を総合的に推進する枠組みの必要性が指摘されて
おり, 1996年12月に策定された国内行動計画「男女共同参画2000年プラ
ン」において総合的な推進体制の整備として男女共同参画社会の実現を
促進するための基本的な法律について検討を進めることが盛り込まれた。
これを受けて男女共同参画審議会は, 1998年11月, 男女共同参画社会基
本法の必要性や基本理念, 内容等を明らかにし, 基本法の制定を提言し
た「男女共同参画社会基本法について」を答申した。この答申を踏まえ,
1999年６月, 男女共同参画社会基本法が公布・施行された。
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70．男女共同参画社会基本法では, 男女共同参画社会の形成に関する基本
理念として, ①男女の人権の尊重, ②社会における制度又は慣行につい
ての配慮, ③政策等の立案及び決定への共同参画, ④家庭生活における
活動と他の活動の両立, ⑤国際的協調を掲げており, これらの基本理念
を受け, 国, 地方公共団体及び国民が男女共同参画社会の形成の上で果
たすべき役割を責務として定めている。また, 同法は, 男女共同参画社
会の形成の促進に関する基本的な施策として, 国に対しては男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進のための中
心的な仕組みである男女共同参画基本計画の策定, 都道府県に対しては
国の基本計画を勘案した計画の策定を義務付けている。さらに, 施策の
策定等に当たって男女共同参画社会の形成に配慮することや, 政府の実
施する施策についての苦情の処理, 地方公共団体及び民間の団体に対す
る支援などを規定している。
71．この男女共同参画社会基本法の制定を受け, 2000年12月には同法に基
づく初めての計画である「男女共同参画基本計画」が閣議決定されたほ
か, 現在, すべての都道府県及び政令指定都市において計画が策定され
ている。
72．なお, 従来男女共同参画審議会について規定していた同法第３章は,
2001年１月の中央省庁等改革の際に男女共同参画審議会を発展的に継承
した男女共同参画会議の規定に改正された。
３．男女共同参画基本計画
73．政府は, 2000年12月, 男女共同参画社会基本法に基づく初めての計画
である男女共同参画基本計画を閣議決定した。この基本計画の策定に当
たっては, 1996年12月, 男女共同参画推進本部が決定した国内行動計画
「男女共同参画2000年プラン」の内容を基礎に, 男女共同参画審議会答
申「男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」(2000年
(桃山法学 第13号 ’09)50
９月）及び「女性に対する暴力に関する基本的方策について」(2000年
７月）を受け, 並びに国連特別総会「女性2000年会議」(2000年６月）
での成果も踏まえている。また, 本計画の策定過程で国民各層から幅広
く意見・要望を聞き, 寄せられた意見等を可能な限り反映するよう努力
した。
74．本計画では, 以下の11の重点目標が掲げられ, それぞれについて2010
年までを見通した長期的な施策の方向性と, 2005年度末までに実施する
具体的な施策が盛り込まれている。政府においては, 地方公共団体, 国
民各層との連携をより一層深めつつ, 本計画に掲げた施策を着実に推進
し, 男女共同参画社会の形成を期するものである。
11の重点目標
① 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
② 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し, 意識の改革
③ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
④ 農山漁村における男女共同参画の確立
⑤ 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援
⑥ 高齢者等が安心して暮らせる条件の整備
⑦ 女性に対するあらゆる暴力の根絶
⑧ 生涯を通じた女性の健康支援
⑨ メディアにおける女性の人権の尊重
⑩ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
⑪ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献
75．2005年度までに実施する具体的な施策を定める現在の男女共同参画基
本計画に代わって, 新たな計画を策定するため, 2004年７月に政府が男
女共同参画基本計画を策定していく際の基本的な考え方について内閣総
理大臣から男女共同参画会議に対して諮問が行われ, 同年10月から, 男
女共同参画基本計画に関する専門調査会において, 調査検討が開始され
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たところである（基本計画のうち, 女性に対する暴力に関する部分につ
いては, 女性に対する暴力に関する専門調査会において調査検討を行っ
ている｡)。
４．女性の政策・方針決定参画状況
76．我が国における国政の分野への女性の参画状況のうち, 女性国会議員
数については別紙③, 国会において女性が就いている役職については,
別紙④のとおりである。
77．また, 我が国では政策・方針決定過程への女性の参画の拡大は, 男女
共同参画基本計画において, 重点目標の一つとされている。この重点目
標の柱として, 国の審議会等委員への女性の参画の促進, 女性国家公務
員の採用・登用等の促進等が挙げられている。
78．国の審議会等委員への女性の参画の促進については, 1996年５月の男
女共同参画推進本部決定による「2000年度末までのできるだけ早い時期
に20％を達成する」という当面の目標に向けて取組を進めてきたが, 期
限より一年早い2000年３月に20.4％となり, 目標を達成した。2000年８
月, 男女共同参画推進本部は, 国の審議会等における女性委員の登用の
当面の目標として,「2005年度末までのできるだけ早い時期に, ナイロ
ビ将来戦略勧告で示された国際的な目標である『30％』を達成する」こ
ととする決定を行った。2004年９月30日現在の調査では, 国の審議会等
における女性委員の割合は28.2％となっており, 各府省においては, 目
標達成に向け, 女性の積極的な登用に努めているところである（別紙⑤,
別紙⑥)。
79．人事院は, 2000年の人事院勧告時の報告において, 女性の採用・登用
の拡大に向けた施策を各府省が計画的に着実に推進するための指針の策
定について検討を進めることを表明した。男女共同参画基本計画では,
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人事院に対し, 同指針を早期に策定することを求めていた。2001年５月,
人事院により「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」が策
定され, この指針を受け, 男女共同参画推進本部は,「女性国家公務員
の採用・登用等の促進について」の決定を行った。各府省は, この指針
及び決定に基づき, 女性国家公務員の採用・登用の拡大に取り組んでい
るところである（国家公務員の管理職等における女性の割合については,
別紙⑦)。また, 2001年12月に閣議決定された「公務員制度大綱」にお
いても, 公務部門における女性の積極的採用, 登用を推進する内容が盛
り込まれた。
80．また, 2003年４月の男女共同参画会議で決定された「女性のチャレン
ジ支援策の推進に向けた意見」に基づき, 男女共同参画推進本部では,
ナイロビ将来戦略勧告や諸外国の状況を踏まえ,「社会のあらゆる分野
において, 2020年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも30
％程度になるよう期待する。そのため, 政府は民間に先行して積極的に
女性の登用等に取り組むとともに, 各分野においてそれぞれ目標数値と
達成期限を定めた自主的な取組が進められることを奨励する｡」ことを
2003年６月に決定した。
81．また, 上記「女性のチャレンジ支援策の推進について」(2003年６月
男女共同参画推進本部決定）に基づき, 男女共同参画推進本部では,
「女性国家公務員の採用・登用の一層の拡大を図るため, 政府全体とし
ての目標を設置し, 目標達成に向けた具体的取組を定めるなどして, 総
合的かつ計画的な取組をする」こと等を2004年４月に決定した。さらに,
この本部決定を受け, 当面（2010年頃まで）の政府全体としての採用者
に占める女性割合を国家公務員Ⅰ種試験事務系については30％程度を目
標とすること等を各省庁人事担当課長会議で申し合わせた。
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５．雇用対策
 雇用状況
82．日本の女性雇用者数は, 2003年現在で全雇用者数の約４割を占め, 我
が国の経済社会において大きな役割を果たしている。
83．雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（以下,「男女雇用機会均等法」という｡）が1986年４月１日に施行され
た後, 1997年の法改正を経て, 企業における雇用管理の改善が進み, 同
法の趣旨は着実に浸透してきている。例えば, 配置状況をみると, すべ
ての部門において「いずれの職場にも男女とも配置」している企業が最
も多くなっている。
84．また, 係長, 課長, 部長相当職に女性が占める割合は, 全体で見ると
依然として少ないが, それぞれ増加している（別紙⑧)。なお, 女性の
管理職が少ない企業に, その理由をたずねたところ,「必要な知識や経
験, 判断力を有する女性がいない」が約５割で最も多くなっている。
85．過去の雇用慣行や性別役割分担意識などが原因で男女労働者の間に事
実上生じている格差の解消を目的として行う措置, すなわち「女性の能
力発揮促進のための企業の積極的取組（ポジティブ・アクション)」に
「既に取り組んでいる」又は「今後取り組むこととしているとした企業
は約４割となっている。
 男女雇用機会均等法の遵守措置
86．1997年に男女雇用機会均等法を改正し, これまで努力義務であった募
集・採用, 配置・昇進について女性に対する差別を禁止し, 企業名公表
制度の創設, 調停制度の改善などを行ったところである。この改正法は
1999年４月から全面施行されている。特に調停制度については, 有効に
機能することを目的として, 紛争の当事者の一方からの申請のみでも調
停が開始できることとなった。また, 事業主に比べ弱い立場にある労働
(桃山法学 第13号 ’09)54
者を保護する必要があること及び調停制度の円滑な運営のためには, 労
働者にとって利用しやすい制度とする必要があることから, 労働者が調
停の申請を行ったことを理由とする事業主による不利益な取扱いが禁止
された。
87．厚生労働省の地方支分部局である都道府県労働局の雇用均等室では,
男女雇用機会均等法の周知徹底を図るとともに, 男女差別的取扱いを是
正するための行政指導を行っている。また, 雇用均等室には, 年間約２
万件にのぼる男女雇用機会均等法に係る相談が寄せられており, 女性労
働者と事業主との間の男女均等取扱いに関する個別紛争については, 都
道府県労働局長の助言, 指導, 勧告及び機会均等調停会議の調停により,
その迅速な解決を援助している。また, コース別雇用管理制度を導入し
ている企業に対しては, 2000年６月に厚生労働省が策定した「コース等
で区分した雇用管理についての留意事項」に基づき, 留意事項に沿った
制度運用が行われるよう指導を行っている。
88．さらに, 男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための積極
的取組を行うよう, 企業に対する助言, 情報提供等を行うとともに, 企
業が自ら主体的にポジティブ・アクションに取り組むことを促す仕組み
として, 行政と経営者団体が連携し, 女性の活躍推進協議会を開催して
いるところであり, ポジティブ・アクションの取組をさらに広く普及さ
せていくこととしている。
89．なお, 男女間の賃金格差については, 職種や職務上の地位が男女で異
なること, 女性の勤続年数が男性に比べ短いこと等によるところが大き
いと考えられるため, 男女雇用機会均等法に基づき, 配置や昇進におけ
る差別を禁止し, 男女均等取扱いの確保を図る等の施策を進めていると
ころである。
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90．さらに, 男女間の賃金格差の要因の分析, 企業の賃金・処遇制度等が
男女間の賃金格差に及ぼす影響及び賃金格差縮小に向けての取り組みの
方向性について, 有識者による研究会において検討が行われ, 2002年11
月に報告書が取りまとめられた。この報告書の提言を受け, 労使が自主
的に男女間賃金格差解消に取り組むためのガイドラインを作成し, 現在,
その周知・啓発に努めているところである。あわせて, 男女間賃金格差
の現状や男女間賃金格差縮小の進捗状況を継続的にフォローアップする
ために「男女間の賃金格差レポート」を作成した。
 育児・介護支援
 育児・介護休業法の改正
91．我が国においては, 少子・高齢化等が進行する中で, 労働者が仕事と
家庭を容易に両立させることができるようにすることは, 労働者の福祉
の増進を図る上でも, 経済社会の活力を維持していく上でも極めて重要
な課題となっている。
92．このため, 1999年４月からは, 従来から認められていた１歳未満の子
を養育する労働者に係る育児休業に加え, 要介護状態の対象家族を介護
する労働者に対して介護休業の権利が認められることとなった (｢育児
休業等に関する法律の一部を改正する法律」(1995年法律第107号）ほか,
小学校就学前の子を養育し, 又は要介護状態の対象家族を介護する労働
者に対して深夜業の制限の権利が認められることとなった（｢雇用の分
野における男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律
の整備に関する法律（1997年法律第92号))。
93．また, 育児休業の取得や職場復帰をしやすい環境を整備するとともに,
労働者が子育てをしながら働き続ける上で必要な時間を確保するため,
育児休業等の申出又は取得を理由とする不利益取扱いの禁止や小学校就
学前の子を養育し, 又は要介護状態の対象家族を介護する労働者に対し
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て時間外労働の制限の権利を認めること等を内容とする「育児休業, 介
護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正法
が2001年11月に成立し, 2002年４月から全面的に施行された。さらに,
育児休業制度等をより利用しやすい仕組みとするため, 育児休業及び介
護休業の対象労働者の拡大, 育児休業期間の延長, 介護休業の取得回数
制限の緩和, 子の看護休暇制度の創設等を内容とする同法の改正法が
2004年12月１日に成立した。
94．育児休業及び介護休業を取得しやすく, かつ, 職場復帰しやすい環境
の整備, 育児や介護を行う労働者が働き続けやすい環境の整備等, 労働
者の職業生活と家庭生活との両立を支援するための施策を総合的, 体系
的に推進しているところである。
95．なお, 2002年に実施された調査（厚生労働省「平成14年度女性雇用管
理基本調査｣：全国の約10,000事業所対象) によると, 出産者 (女性) に
占める育児休業取得者割合は64.0％, 配偶者が出産した者 (男性) に占
める育児休業取得者割合は0.33％であり, 育児休業取得者の男女比は,
女性の98.1％に対し男性は1.9％である。また, 同調査によると, 女性
労働者に占める介護休業取得者割合は0.08％, 男性労働者に占める介護
休業取得者割合は0.03％であり, 介護休業取得者の男女比は, 女性の
66.2％に対し男性は33.8％である。
 仕事と子育ての両立支援
96．また, 仕事と子育ての両立支援は我が国の男女共同参画社会の実現に
重要かつ緊急の課題であるとして, 2001年１月, 男女共同参画会議の下
に「仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査会」が設置された。同
年６月には同専門調査会の報告をもとに「仕事と子育ての両立支援策の
方針に関する意見」が男女共同参画会議において決定され, この閣議決
定に基づき「仕事と子育ての両立支援策の方針について」が閣議決定さ
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れた。同決定では待機児童ゼロ作戦や放課後児童の受入体制の整備など
について達成数値目標及び期限を盛り込んでいる。
97．なお, 待機児童ゼロ作戦及び放課後児童の受入体制の整備については,
日本の構造改革の方向を示す「改革工程表」及びその中で実施の緊急性
が特に高い施策を盛り込んだ「改革先行プログラム」にも盛り込まれて
いるところである。
６．暴力からの保護
 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律
98．配偶者からの暴力を防止し, 人権擁護と男女平等の実現を図るため,
2001年４月,「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」
(以下,「配偶者暴力防止法」という｡）が成立し, 同年10月13日に施行
された(配偶者暴力相談支援センターに関する部分は, 2002年４月１日
施行｡)｡
99．同法は, 2004年５月に改正（同年12月２日に施行）された。同改正法
の主な内容は, ①「配偶者からの暴力」の定義の拡大, ②保護命令制度
の拡充, ③市町村による配偶者暴力相談支援センターの業務実施, ④被
害者の自立支援の明確化等, ⑤警察本部長等の援助, ⑥苦情の適切かつ
迅速な処理及び⑦外国人, 障害者等への対応である。
また, 同改正法には, 内閣総理大臣をはじめとする主務大臣が定める
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本
的な方針（以下「基本方針」という｡)」及びこれに即して各都道府県が
定める「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施
に関する基本的な計画（以下「基本計画」という｡)」に関する規程が盛
り込まれた。
これを受け, 主務官庁である内閣府, 警察庁, 法務省及び厚生労働省
が, 関係行政機関である総務省, 文部科学省及び国土交通省と協議しつ
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つ, 一致協力して, 政府統一の基本方針を策定し, 2004年12月２日の改
正法の施行日にこれを官報で告示するとともに, 各都道府県に通知した。
この基本方針には, 配偶者からの暴力に関する施策の運用について,
基本的認識及び施策実施の基本的な方針等が記されており, 都道府県に
おいては, 本方針に即し, 速やかに基本計画を策定することとなる。
100．この法律は, 我が国において, 配偶者からの暴力の問題を総合的に
扱った最初の法律であり, 被害者の相談, カウンセリング, 一時保護,
各種情報提供などの業務を行う配偶者暴力相談支援センターについて定
めるとともに, 被害者が更なる配偶者からの暴力によりその生命又は身
体に重大な危害を受けるおそれが大きいときに, 被害者の申立てにより,
裁判所が加害者に対し発する保護命令について定めている。この保護命
令には, 加害者に対し, ６か月間, 被害者の身辺につきまとうことなど
を禁止する「接近禁止命令」と, 加害者に対し, ２か月間, 被害者と生
活の本拠を共にしている住居から退去することを命ずる「退去命令」の
２つの類型が用意されている。保護命令に違反した場合は, １年以下の
懲役又は100万円以下の罰金に処せられる。2004年３月末（施行後２年
６か月弱）までに発令された保護命令件数は, 3,069件となっている。
101．このほか, この法律では, 配偶者からの暴力の発見者による通報,
職務関係者に対する研修及び啓発, 国民の理解を深めるための教育・啓
発, 調査研究の推進, 民間の団体に対する援助などについて定めている。
 関連の取組
 取締り
102．警察では, 配偶者からの暴力の特性を踏まえ, 事案に応じた適切な
対応, 保護命令に係る被害者対策, 保護命令違反の厳正な取締り等を推
進している。
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103．家庭内の暴力や性的虐待であっても, 殺人罪, 傷害致死罪, 傷害罪,
暴行罪, 逮捕監禁罪, 強制わいせつ罪及び強姦罪等の処罰規定の適用が
排除されるものではなく, これらの処罰規定及び配偶者暴力防止法の罰
則を的確に運用し, 事案に応じた適切な捜査処理及び科刑の実現が図ら
れている。
 政府の取組
104．政府においては,「男女共同参画基本計画」に基づき, 夫・パートナ
ーからの暴力を含む女性に対する暴力に関し, 幅広い取組を推進してい
る。また, 内閣府に置かれている男女共同参画会議の女性に対する暴力
に関する専門調査会は, 配偶者暴力防止法の円滑な施行に向けた検討を
行い, 同調査会の報告を受けた男女共同参画会議は, 2001年10月と2002
年４月に関係省庁に対し, 同法の円滑な施行に向けた意見を述べている。
また, 同専門調査会は, 2003年６月に報告書「配偶者暴力防止法の施行
状況等について」を取りまとめ, 配偶者暴力相談支援センターにおける
相談, 一時保護, 保護命令の発令等について, 法施行後１年あまりの状
況をフォローするとともに, 法の見直しに関する論点が整理された。な
お, 本報告書は, 参議院における法の見直しの検討の参考となった。
105．内閣府の主な取組は次のとおりである。
① 職務関係者に対する研修の実施及び研修教材の作成
② 「女性に対する暴力をなくす運動」の実施及びその一環としてのシ
ンポジウムの開催
③ 広報ビデオ等の作成及び新聞, テレビなどの各種メディアを通じた
広報啓発活動の推進
④ 配偶者からの暴力に関する実態調査等の実施
⑤ インターネットを通じた情報提供
また, 2004年12月２日の改正配偶者暴力防止法の施行に伴い, 内閣府
においては, 都道府県の担当者を対象に改正法に基づく基本方針の説明
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会を開催するとともに, 関係通知を発出し, 改正法に関する広報活動を
行っている。
 検察官及び裁判官等に対する研修
106．法務省においては, 配偶者からの暴力の被害女性を含む犯罪被害者
の保護を適切に行うため, 検察官を始めとする職員に対する各種研修に
おいて, 被害女性等への配慮や, 配偶者暴力防止法の意義等をテーマと
した講義等を実施している。
107．また, 裁判所においては, 裁判官をはじめとする職員に対する各種
研修において, 配偶者暴力防止法の意義等についての講義等を実施して
いると承知している。
 配偶者暴力相談支援センター
108．配偶者暴力防止法の施行に伴い婦人相談所は, 配偶者暴力相談支援
センターの中心として, 配偶者からの暴力の防止, 被害者の保護のため
の業務を行う機能を果たすこととなった。同法第３条において, 一時保
護は, 婦人相談所が, 自ら行い, 又は厚生労働大臣が定める基準を満た
す者に委託して行うと規定されたことから, 委託基準を告示し, 民間シ
ェルター等を対象とした一時保護委託制度を創設した。同条には, 被害
者が同伴する家族の保護も同時に規定されており, この一時保護委託制
度により, 被害者及びその同伴する家族, 配偶者からの追跡等に対し被
害者の状況に応じた適正な保護が実施されることとなっている。
109．また, 配偶者からの暴力はいつ発生するかわからず, 被害者からの
緊急相談への迅速な対応が求められているが, 現状では婦人相談所の閉
庁する休日及び夜間の相談体制が手薄なことから, 電話相談員を配置し
相談機能を強化している。さらに, 被害者は, 繰り返される暴力の中で,
身体的のみならず精神的にも無力になる等心理的被害が指摘されている
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ため, 一時保護所及び婦人保護施設へ心理療法担当職員を配置し, 心理
的回復を支援することとした。一方, 二次被害の防止の観点から婦人相
談所職員等への専門研修会を実施し, 婦人相談所と関係機関との連携を
図るよう推進している。
 女性の不正取引, 奴隷類似行為からの保護
110．我が国の風俗営業店等で稼働する外国人女性の中には, 入国・就労
過程にブローカーが介在し高額な債務を負わされたうえ, 売春強要等性
的搾取にあっている者もみられる。これら事案については, 出入国管理
及び難民認定法, 売春防止法, 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律等関係法令を適用して積極的に取締りを行うとともに, 被害
女性については, 在日大使館等に保護を求めてくる実態もあることから,
これら関係機関と連携するなどして関連情報の収集を図っている。
また「興業」の在留資格により我が国に入国した外国人の中には人身
取引の被害に遭っている者も見られるところであり, その大きな要因は,
外国政府が発行する芸能人証明書をもって入国していながら, 実際には
芸能人として必要な能力を有していない者が, 風俗営業店等において働
いていることにあると考えられることから,「興行」の在留資格に係わ
る上陸許可の基準から外国の国若しくは地方公共団体又はこれに準ずる
公私の機関が認定した資格を有することとする規定を削除することとし
た（2005年３月15日から施行)。
111．また, 2005年２月には, 国際組織犯罪防止条約人身取引議定書の締
結について国会の承認を求め, そのために必要な現行法の改正案を国会
に提出した。
 児童買春, 児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する
法律
112．1999年５月,「児童買春, 児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の
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保護等に関する法律」(児童買春・児童ポルノ法）が制定され, 同年11
月から施行され, (女児に限らず）18歳未満の児童を相手方とする買春
行為, 児童ポルノの販売行為, 児童買春の相手方とする目的で行われる
児童の売買等が処罰されることになった。児童の売買, 児童買春及び児
童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書の締結及びこれ
に伴う国内法の整備については本報告第24条の項で詳述する。
 刑事手続における性犯罪被害者の保護
113．強制わいせつ罪, 強姦罪等のいわゆる性犯罪の中には, 親告罪とし
て告訴がなければ起訴することができないこととされているものがあり,
従来, 親告罪の告訴は, 犯人を知った日から６ヶ月を経過したときはす
ることができないものとされていたが, これらの犯罪については, 犯罪
による精神的ショックや犯人との特別の関係から短期間では告訴をする
かどうかの意思決定が困難な場合があることにかんがみて, 2000年５月
の刑事訴訟法の一部改正により, この規定を改め, 強制わいせつ, 強姦
等の一定の性犯罪について, 告訴期間の制限を撤廃した（刑事訴訟法第
235条第１項ただし書)。
警察では, 性犯罪被害者の立場に立った適切な対応により, 被害者の
精神的負担の軽減を図るとともに, 適正かつ強力な性犯罪捜査を推進す
るため, ①性犯罪捜査指導係の設置及び女性警察官の性犯罪捜査員への
指定による, 被害者からの事情聴取, 証拠採取, 証拠品の受領, 病院等
への付き添い等への従事, ②性犯罪に関する相談電話や相談室の設置,
③性犯罪の証拠採取に必要な用具や被害者の衣類を預かる際の着替えの
整備, ④迅速かつ適切な診断・治療, 証拠採取等を行うための産婦人科
医等との連携強化等の施策を推進している。
児童買春等の事件の捜査・公判においては, 児童買春・児童ポルノ法
第12条の趣旨に照らし, 被害児童の人権及び特性に配慮している。
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 ストーカー行為等の規制等に関する法律
114．近年, 都道府県警察に対するつきまとい事案に関する相談件数が急
増し, 悪質なつきまとい行為や無言電話を繰り返すなど, いわゆるスト
ーカー行為が社会問題化した。中には, 殺人等の凶悪事件に発展する場
合もあることから, 危害の発生を未然に防止するべく, 刑法, 軽犯罪法
といった既存の刑罰法令で対応できない行為について, 法律による規制
を含めた対応策が検討され,「特定の者に対する恋愛感情その他の好意
の感情又はそれが満たされなかったことに対する怨恨の感情を充足する
目的」で行われたつきまとい, 交際の要求, 無言電話, 名誉・性的羞恥
心を害する事項を告げること等の行為を「つきまとい等」と定義すると
ともに, 同一の者に対し,「つきまとい等」を反復して行うことを「ス
トーカー行為」と定義し,「ストーカー行為」について罰則を設け,「つ
きまとい等」について警察が警告, 禁止命令等の措置を講じ, また, ス
トーカー行為等の被害者に対し, 警察が被害防止のための援助を行うこ
と等を定めることにより, 個人の身体, 自由及び名誉に対する危害の発
生を防止し, あわせて国民の生活の安全と平穏に資することを目的とし
て, 2000年５月18日,「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が成
立し, 同年11月24日から施行された。
115．さらに, 警察では, 厳正な取締りを推進するとともに, 被害者の支
援及び防犯対策並びに広報啓発活動を推進している。
（ストーカー行為等の規制等に関する法律の適用状況）
（2000年11月24日～2003年12月31日）
○ 警告3122件
○ 仮の命令なし
○ 禁止命令等94件
○ 援助2332件
○ 検挙件数
ストーカー行為罪508件
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命令違反26件
 女性の人権擁護のための諸活動
116．男女の役割を固定的にとらえる意識は今なお社会に根強く残ってお
り, 家庭や職場において様々な男女差別を生む要因となっている。また,
夫・パートナーからの暴力, セクシュアル・ハラスメントなども, 女性
の人権に関する重大な問題の一つである。
117．法務省の人権擁護機関では, 女性の人権の擁護と地位向上を訴える
ため, 従来より「女性の地位を高めよう」を人権週間の強調事項として
掲げ, 人権週間中を中心に年間を通じて全国各地で, 女性の人権問題を
テーマとした講演会や座談会の開催, テレビ・ラジオ, 新聞・雑誌等に
よる広報, ポスター・リーフレット等の作成・配布, 各種イベントにお
ける啓発活動などを行っている。
118．法務省の人権擁護機関は, これまでも夫やパートナーからの暴力,
職場等におけるセクシュアル・ハラスメント, ストーカー行為等の女性
をめぐる各種の人権問題に対して, 人権相談及び人権侵犯事件の調査・
処理を通じて, 人権侵害による被害の救済及び予防を図ってきたところ
である。
119．人権侵害による被害の救済に当たっては, 人権相談がその端緒とな
る事案が見受けられることから, 法務省の人権擁護機関では相談体制の
充実を図っているところであり, 2000年７月には専用相談電話「女性の
人権ホットライン」を全国50の法務局・地方法務局の本局に設置して,
女性の人権問題をめぐる相談体制の強化を図った。なお, 本ホットライ
ンの運営に当たっては, 可能な限り女性の人権擁護委員や法務局職員,
女性の人権に関する専門家などを相談員に配置するなどして, 女性がよ
り相談しやすい体制作りにも努めており, 2003年は約29,000件の利用が
市民的及び政治的権利に関する国際規約の国内実施に…… 65
あった。
120．また, 法務省の人権擁護機関は, 相談及び申告等を通じて女性に対
する暴力が行われているとの情報を得た場合には, 人権侵犯事件として
調査を行い, その結果, 暴力行為があった, あるいは継続して行われて
いると認められる場合には, その行為者等に対して, 事案に応じた適切
な措置を講じるとともに人権尊重思想の啓発を行うことにより, 暴力行
為の中止や再発の防止を図っている。
121．また, 2001年10月に配偶者暴力防止法が施行されたことに伴い, 配
偶者暴力相談支援センターなど関係機関との連携を一層強化し, 被害の
救済及び予防に努めている。
（以下別紙①～⑧は略）
資料４ 自由権規約委員会から事前に送られた質問に対する日本政府の回
答（外務省仮訳, 規約第３条関連部分の抜粋）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfs/jiyu_kaito.pdf
2008年11月26日アクセス
市民的及び政治的権利に関する委員会からの
質問事項に対する日本政府回答（仮訳）
（第５回政府報告審査）
問５．締約国は, 父子関係を決定するために必要である場合に女子のみ
離婚後６ヶ月間再婚を禁止すること, 及び女子（16歳）と男子（18歳）の
最低婚姻年齢の差を含む, 民法中の差別的な条項の撤廃を検討しているか
否か示されたい。
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（答）
1996年２月に法務大臣の諮問機関である法制審議会が「民法の一部を改
正する法律案要綱」を答申した。この要綱における改正事項として, 婚姻
適齢（最低婚姻年齢）を男女共に満18歳とすること, 再婚禁止期間を100
日に短縮することなどを内容とする提言がされた。この民法改正の問題は,
婚姻制度や家族の在り方に関わる重要な問題であり, 国民各層や関係方面
で様々な議論があることから, 現在国民の意見の動向を注視している状況
にある。
なお, 再婚禁止期間の規定（民法第733条）は, 女性が, 前婚の解消後,
短期間のうちに再婚して子を産んだ場合, その子の嫡出推定が前婚の夫と
後婚の夫との間で重複し（民法第772条参照), 父親を確定することが困難
になることから, これを回避するための手段として設けられたものであり,
父子関係をめぐる紛争を未然に防ぐという合理的な理由に基づく制度であ
る。
また, 婚姻は, 社会の基礎的単位である家族を新たに形成する行為であ
るから, ある程度の成熟に達していない者には認めるべきでなく, それゆ
え, 法律は, 婚姻に必要な成熟に達していないおそれのある若年者の婚姻
を一律に禁止している。しかし, 男女の間には, 肉体的・精神的側面にお
いて, 婚姻に必要な成熟に達する年齢に差異がある。婚姻適齢に男女の差
異を設けることは, このような男女の肉体的・精神的側面の差異に対応し
たものであって, 合理性がある。
問６．国会, 内閣, 地方議会, 司法組織, 国家及び地方公務員の中の指
導的地位において, 女性が占める割合を30パーセントにするという現在の
目標を超え, 平等を達成するためにとられている施策につき情報を提供願
いたい。
（答）
男女共同参画社会の形成にあたっては, 女性の政策・方針決定過程への
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参画を促進することが重要である。このため,「社会のあらゆる分野にお
いて, 2020年までに, 指導的地位に女性が占める割合が, 少なくとも30％
程度になるよう期待」という目標を, 2005年に策定された第２次男女共同
参画基本計画においても重点事項の１つとして明記し, 取組を進めている。
女性の参画の拡大のために一層戦略的な取組が必要とされることから,
2008年４月に男女共同参画推進本部において,「女性の参画加速プログラ
ム」を策定したところである。当該プログラムは, 仕事と生活の調和（ワ
ーク・ライフ・バランス）の実現, 女性の能力開発・能力発揮に対する支
援の充実, 意識の改革の３つを施策の基本的方向として打ち出すとともに,
2010年度までの具体的取組を定め, あらゆる分野における女性の参画の加
速を図っている。
特に, 国家公務員については, 当該プログラムにおいて, 活躍が期待さ
れながら女性の参画が少ない分野として, ３つの重点分野の一つとし,
2010年度末までに, 2005年度現在1.7％である本省課室長相当職以上に占
める女性の割合を５％程度とする旨の目標を設定する等の取組を進めてい
るところである。また, 地方公務員についても, 女性職員の登用促進に向
けた取組を推進するよう要請等しているところである。
なお, 国の審議会等における女性委員の割合については, 2007年９月末
現在32.3％となっており, 既に30％の目標を達成したところ（2005年９月
末に達成)。現在は, 2020年までに, 政府全体として, 男女のいずれか一
方の委員の数が, 委員の総数の10分の４未満とならない状態を達成するこ
と, また当面の目標として2010年度末までに33.3％とすることを目標とし,
取組を進めている。
（筆者注―報告に掲載されていたグラフ３点は省略）
問７．民間における幹部を含む管理職への女性の雇用を促進するための
施策につき, 情報を提供願いたい。締約国は, 女性への特別な訓練, キャ
リアパスに基づく人事制度の再検討, 事務職コースから管理職コースへの
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転換の促進, そして男女雇用機会均等法における間接差別の定義の拡大と,
右に対する制裁の強化といった施策を検討したか。
（答）
我が国における女性の管理職割合は, 長期的には上昇傾向にあるものの,
依然として低い状況にあることから, 女性の管理職への登用を促進するこ
とは重要な課題であると認識している。
このことから, (1) 募集・採用・配置・昇進等についての差別や間接差
別 (注) を禁止した男女雇用機会均等法の履行確保, (2) 女性活躍推進に
向けた雇用管理の改善等に関する研修の開催や好事例の紹介, などによる
ポジティブ・アクションの促進により, 企業の雇用管理において, 女性が
不当な差別を受けることがないようにするとともに, 女性の管理職への登
用の促進を図っているところである。
（注）間接差別の禁止については, 2006年の男女雇用機会均等法改正
(2007年４月施行) において措置されたところであり, 合理的な理由なく,
①募集・採用における身長・体重・体力要件, ②総合職の募集・採用にお
ける全国転勤要件, ③昇進における転勤経験要件を設けることを違法とし
ている。
改正法の施行後間もないこともあり, 間接差別の対象範囲の拡大や制裁
の強化は行っていないが, 間接差別の対象範囲については, 今後の施行状
況等を見つつ, 必要な見直しを行うこととしている。
問８．締約国は, 刑法177条における強姦の定義を, 配偶者による強姦
を含めることを視野に入れて見直すことを検討しているか示されたい。女
性勾留者を含め, 性別に基づく暴力の被害者を保護し支援するため, どの
ような施策がとられているか。例えば, 女性の容疑者, 勾留者, 受刑者に
は女性職員が同行しなくてはならないとする規則を厳格に適用すること,
警察官, 検察官, 裁判官及びその他法執行官に対して, 性別に配慮した研
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修を義務的に行うこと, 及び, 被害者が中・長期的な避難場所とリハビリ
テーション・プログラムを利用する機会を与えるとともに, カウンセリン
グと救急医療を確保するといった施策が考えられる。
（答）
我が国の刑法177条は, 配偶者による強姦についても処罰の対象として
いる。
性別に基づく暴力の被害者の保護・支援のための施策として以下の例が
挙げられる。
 女性の被疑者, 勾留者, 受刑者に対する配慮
女性被疑者の取調べに当たっては, 性的不適正事案防止のため, 必要に
応じて, 取調べに女性警察官を同席させるなどの配慮をしている。加えて,
捜査の一環として, 女性の身体捜索をする場合は原則として成年女性を立
ち会わせなければならず, 女性の身体検査をする場合は必ず医師又は成年
の女子を立ち会わせなければならず, また, 女子を裸にしての任意の身体
検査は全面的に禁止されている。
留置施設においては, 女性の被留置者の処遇は可能な限り女性警察官が
行うこととしており, 特に身体検査及び入浴の立会いは女性警察官又は女
性職員が行うこととしている。また, 女性の被留置者の処遇を女性警察官
が担当する女性専用の留置施設の整備を推進している。女性専用施設に留
置できない場合であっても, 居室外の処遇は複数の看守で行う, 居室には
できるだけ複数で留置し, 一人で留置した場合には, 幹部職員の巡回を強
化するなどしている。現状では, 女性の被留置者全員を女性専用留置施設
に留置することは不可能であるが, 引き続き専用施設の増設や職員研修の
充実等を行っていきたい。
刑事施設においては, 女子刑務官の配置の拡大, 適正処遇を維持してい
くための職員研修の充実を図ったほか, 女子被収容者の居室の開扉は原則
として女子職員が行い, 男子職員のみにより女子被収容者の運動や面会の
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立会をせざるを得ない場合は, 原則として複数の男子職員で実施すること
とするなどの配慮をしている。また, 女性に対する不適正な処遇を防止す
るため, 女区廊下に設置してある監視カメラ等による監視体制の充実を図
り, 幹部職員による巡回を強化するなどし, 適正な処遇を担保している。
現在の刑事施設における職員構成からすると, 女子の被収容者の処遇に当
たる職員をすべて女子の職員にすることは困難であるが, 今後とも, 女子
刑務官の配置の拡大等を図っていきたい。
 性犯罪の被害者への対応
各都道府県警察においては, 性犯罪の被害者の精神的負担の軽減, 性犯
罪の被害の潜在化防止を図るため, ①性犯罪の捜査の指導・調整, 発生状
況等の集約, 専門捜査官の育成等の担当官設置, ②被害者からの事情聴取
を始めとした性犯罪の被害者に関わる業務を女性警察官が担当, ③性犯罪
に係る被害や捜査に関する相談を電話で受け付ける制度や性犯罪被害者の
ための相談室を設置し, 女性の警察官が対応する等の措置を採っている。
また, 緊急避妊等に要する経費の措置, 産婦人科医とのネットワーク構築
等の施策も推進している。
 裁判官等への研修
裁判官の研修を担当する司法研修所では, 毎年, 任官時を含めて, 新し
い職務又はポストについた裁判官等に対して実施する各種研修の中で,
DVやジェンダーに関するものなど, 性別に配慮した各種講演を実施して
いると承知している。
 法執行官への研修
入国管理局における義務研修である「入国管理局関係職員初等科研修｣,
「入国警備官初任科研修」及び「入国管理局関係職員中等科研修」の国際
法の講義において自由権規約に触れているほか, 中等科研修においては国
際移住機関（IOM）等の関係機関から講師を招いて人身取引事案等に焦点
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を当てた講義を実施しており, 同事案に対する意識の向上及び知識の習得
を図っている。また, 2008年人権研修では, 各関係機関から講師を招いて,
人身取引事案のみならず, DV事案にも焦点を当てた講義をしている。
矯正施設に勤務する職員に対する研修については, 矯正研修所に職員を
入所させ, 新採用職員に対する研修, 初級幹部要員に対する研修, 上級幹
部要員に対する研修等を実施しているところ, これら研修において, 配偶
者暴力防止法の趣旨, セクシュアル・ハラスメント等女性に対する暴力の
防止や男女共同参画等について講義を行っている。
また, 各矯正施設において, 女子被収容者に対する処遇場面などを想定
したロールプレイング研修や事例研究研修などの職場内研修を実施してい
る。
法務省では, 検察職員に対して, その経験年数等に応じた各種研修にお
いて, 犯罪被害者の保護・支援, 女性に対する配慮等に関する講義を実施
している。
警察では, 新たに採用された警察職員や昇進した警察職員に対して義務
づけられている警察学校での研修や, 犯罪捜査, 留置業務, 被害者対策等
に従事する警察職員に対する各種の専門的な研修等において, 被疑者, 被
留置者, 被害者等の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知
識, 技能等を習得させるための教育を行っており, その中で, 女性被疑者,
女性被留置者への適切な対応や女性に対する暴力の被害者への保護, 支援
等に関する教育も行っている。
問９．締約国は, 家庭内暴力犯罪に最低刑を導入し, 又, 家庭内暴力を
職権上の起訴を条件とする刑法犯罪として扱う意向があるか示されたい。
家庭内暴力の被害者を一層保護し, 支援するためにどのような施策がとら
れているか。すなわち, 法的救済の強化, 電話や電子メールによる脅迫を
含めた保護命令の厳格な執行・拡充, 被害者への中・長期の支援とリハビ
リテーションを提供するシェルター数の増加, 虐待を行う配偶者からの隔
離又は離婚後の外国人被害者の日本在留の許可, あるいはシングルマザー
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の雇用へのアクセスと経済的支援の強化といった施策をとっているか。
（答）
１．家庭内暴力犯罪
我が国の刑法は, 家庭内で犯された暴力犯罪も, そうでない暴力犯罪も,
いずれも暴行・傷害罪等として処罰する立場を取っている。このうち, 家
庭内暴力犯罪についてのみ, その法定刑を, 一般の暴力犯罪よりも重くす
ることは, 相当でないと考えられる。家庭内における暴行・傷害等には,
その動機, 態様, 結果の重大性等において様々なものがあり, 一般的・類
型的にその他の暴行・傷害罪等よりも犯情が悪質であるとはいえないから
である。また, 犯情が悪質な家庭内暴力犯罪については, 一般の暴行罪・
傷害罪等の法定刑の範囲内で, 適正に処罰できるものと考えている。
（参考条文）刑法
第204条 人の身体を傷害した者は, 15年以下の懲役又は50万円以下の
罰金に処する。
第208条 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは, ２年
以下の懲役若しくは30万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。
我が国では, 家庭内の暴力についても, 殺人罪, 傷害致死罪, 傷害罪,
暴行罪, 逮捕監禁罪等の処罰規定の適用が排除されるものではなく, また,
起訴に当たって, 被害者による告訴が必要とされているものでもない。
２．家庭内暴力の被害者の保護・支援
全国の都道府県等には, 配偶者暴力防止法に基づき, 婦人相談所その他
の適切な施設において, 180カ所（2008年４月１日現在）の配偶者暴力相
談センターが設置されている。
同支援センターでは, 配偶者からの暴力に係る相談, 医師や心理判定員
等の連携による医学的又は心理的な援助, 婦人相談所や民間シェルター等
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における一時保護, 就業の促進や住宅の確保といった自立支援等を行って
いる。また, 被害者は一時保護所を退所した後も, 必要な場合には婦人保
護施設に入所し, 心身の健康の回復や生活基盤の安定化と自立に向けた支
援を受けられる。
家庭内暴力被害者及び同伴家族の一時保護については, 47都道府県に各
１箇所ある婦人相談所が自ら行うほか, 一定の基準を満たす者に一時保護
の委託が可能とされている。一時保護委託先施設数は, 2004年度に168箇
所, 2005年度に198箇所, 2006年度に229箇所, 2007年度に256箇所であり,
被害者を保護するシェルター数は年々増加している。一時保護委託費も
2008年度に充実したところである。
また, 被害者が配偶者からの身体に対する暴力により, その生命又は身
体に重大な危害を受ける畏れが大きい時には, 被害者からの申立により裁
判所は配偶者に対して保護命令を発令することが可能である。保護命令に
は (1) 被害者への接近禁止命令, (2) 被害者への電話等禁止命令（電子
メールを含む), (3) 被害者の子への接近禁止命令, (4) 被害者の親族等
への接近禁止命令, (5) 退去命令の５種類があり, 期間は (1)～(4) は６
ヶ月間, (5) は２ヶ月間となっている。保護命令の発令件数は年々増加傾
向にあり, 2001年に配偶者暴力防止法が制定された後の2002年には1,128
件（新受件数1,426件）であったのに対し, 2007年には, 2,186件（新受件
数2,779件）となっている。
家庭内暴力被害者の自立支援を充実させるため, 厚生労働省は, 一時保
護の体制強化として, 離婚や在留資格などに関する弁護士等による法的な
援助や調整の実施, 一時保護所等への心理療法担当職員の配置, 就職やア
パート等の賃借に係る身元保証人の確保等に取り組んでいる。
婦人相談所等が発行する証明書等により, 配偶者とは異なる医療保険に
加入する手続きが容易になっているほか, 2008年度からは配偶者が受給し
ていた児童手当の受給者変更も容易になった。また, 基礎年金番号の変更,
住民基本台帳事務における支援措置により, 配偶者からの追及を回避する
手段も講じられており, 配偶者からの隔離を支援している。
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シングルマザーの雇用のアクセスについては, 家庭内暴力被害により夫
から逃げている母も含めた母子家庭の母に対して, 就業相談から就業支援
講習会, 就業情報の提供など一貫した就業支援等を行う母子家庭等就業・
自立支援センター事業等の就業支援策を実施しており, 母子家庭等就業・
自立支援センター事業において在宅就業を希望する者を対象としたセミナ
ーを行う事業を創設する等, 施策の充実を図っているところである。また,
就職が困難な状況にあるが就労意欲のある母子家庭の母等の自立・生活の
向上を図るため, ハローワークと福祉事務所が連携して個々の対象者の態
様・ニーズ等に応じた就職支援を実施している。
経済的支援として, 父母等の離婚等により, 父親と生計を同じくしてい
ない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し, 児童の福
祉の増進を図るため, 母親または養育者に対し児童扶養手当を支給してい
るほか, 母子寡婦福祉貸付金制度により, 就職するために必要な知識技能
を習得するために必要な資金の無利子貸付等を行っており, 貸付限度額の
引き上げ等の改善を図ってきたところである。
また, 配偶者からの暴力は, 犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で
あり, 人道的観点からも迅速・的確な対応が求められていることから, 外
国人被害者の保護を旨とし, 在留審査・退去強制の各手続きにおいて, 被
害者本人の意思及び立場に十分配慮しながら, 個々の事情を勘案して, 人
道上適切に対応することとしている。
入国管理局においては, 配偶者暴力防止法の趣旨も踏まえ, 人道的保護
を促進するため, 配偶者からの暴力により, 別居又は離婚の状況が発生し
ている者から, 在留期間更新許可申請又は在留資格変更許可申請があった
場合には, 個々の事情を考慮した上で, 他の在留資格への変更を許可する
こととしている。
また, 被害者が退去強制事由該当者であった場合にも, 個々の事情を考
慮した上で, 安定的な法的地位を認めるとの観点から, 在留特別許可を判
断することとしている。
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問20．性的搾取を目的とした女性及び児童の人身取引による締約国への
入国及びその他の国への通過件数に関する最新の統計データを提供された
い。人身取引の被害者の保護及び非犯罪化のためにとった措置に関する情
報を提供されたい。すなわち, 人身取引刑事犯に対する効果的な訴追や処
罰, 証人の保護強化, 長期間日本に滞在している被害者に対する「出入国
管理及び難民認定法」第50条に基づく在留許可の付与, 及び自国に送還さ
れた際に被害者が直面するリスクについての独立した機関による査定の確
保が挙げられる。効果的な救済, シェルター, リハビリテーション, 法的
支援, 通訳, 社会保障及び医療サービスへの被害者によるアクセスを改善
するためにどのような施策をとったか。
（答）
１．人身取引による入国及び他国への通過件数データ
入国管理局では, 人身取引の被害者の保護等を図る観点から, 2005年に
出入国管理及び難民認定法の一部改正を行い, 人身取引対策の推進に積極
的に寄与しているところ, 同法改正以降, 2005年中に保護した被害者は
115人（うち児童７人), 2006年は47人（うち児童９人), 2007年は40人
（うち児童０人）となっている。なお, 人身取引被害者のその他の国への
通過件数に係る統計は存在しない。
２．人身取引被害者の保護及び非犯罪化のための措置
 婦人相談所や民間シェルターの活用
人身取引被害者の保護については, 2004年に策定された政府の「人身取
引対策行動計画」において, 47の都道府県に設置されている婦人相談所等
を活用することが定められたところであり, 2008年３月末までに222人の
被害者を婦人相談所等において保護した。このように婦人相談所は, 人身
取引被害者の公的なシェルターとしても活用されており, 政府は, これま
で, 心理療法担当職員の一時保護所への配置や外国人対応のための通訳雇
上費の計上, 一時保護中の医療費の支援, 法的支援など, 保護の充実を図
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ってきた。
また, 2005年度から, 人身取引被害者を民間シェルター等に一時保護委
託する制度を実施し, 被害者の母語を話せる職員がいる等の理由から, よ
り適切な保護が見込まれる場合には, 委託を行っている。
 人身取引刑事犯に対する効果的な訴追, 処罰, 証人の保護強化人身
取引事犯については, 2005年に刑法を改正して人身取引議定書で犯罪化が
要請されているすべての類型につき処罰対象とし, 人身取引事犯の訴追,
処罰を重ねている。
また, 検察官は, 被害者を特定できる事項を明らかにすることで被害者
の身体若しくは財産に害を加えられるおそれがあるときなど一定の場合に
は, 証拠開示の際に弁護人に対し, 被告人その他の者に被害者特定事項を
知られないようにするよう求めることができるほか, 2007年の刑事訴訟法
改正により, 裁判所は, わいせつ目的の人身買受け罪など一定の犯罪につ
いて, 氏名及び住所その他の被害者を特定できる事項を公開の法廷で明ら
かにしない旨の決定をすることができるようになった。これらの規定によ
り, 証人となる被害者の保護が図られている。
 被害者への在留許可の付与, 自国に送還された被害者が直面するリ
スクについての独立した機関による査定
入国管理局では, 人身取引被害者と認定した者が入管法違反者であると
きには, その者の法的地位の早期安定化を図り, 被害者の保護に資するた
め, ①帰国した場合の生命・身体等の危険性, ②刑事手続きへの協力（加
害者の訴追のための証人等), ③被害者の心身の状態, 保護の必要性, な
どの事情を考慮し, 在留を特別に許可することとしている。その後, 継続
してわが国での在留を希望する場合には, 個別の事情を総合的に勘案し,
在留期間更新や他の在留資格への変更を許可することなどが法的に可能で
ある。
また, 2005年に入管法を改定し, 人身取引等の被害者について, 一部の
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上陸拒否事由及び退去強制事由から除き, また, 人身取引等により他人の
支配下に置かれたために不法滞在状態に陥った者であっても上陸特別許可
及び在留特別許可の対象となることを明示した。この改訂以降, 2007年末
までの間に保護した人身取引被害者のうち, 不法滞在状態にあった者全員
について在留を特別許可した。
更に, 帰国意思をもつ被害者については, 帰国支援を担う国際移住機関
（IOM）を通じて改めてリスクアセスメントを実施している。仮に帰国後
にリスクがある場合には, 本人に状況を説明の上, 引き続き一時保護を実
施する等, 人道的観点からそれぞれの状況に応じた措置をとることになる。
なお, 帰国後に再び人身取引被害者とならないよう, IOMを通じ, 本人
の意思を尊重し個々のケースに応じた帰国後の社会復帰支援を実施してい
る。
 被害者救済のためのアクセス確保促進のために採っている措置
① 匿名通報ダイアルの設置
児童売春等の少年の福祉を害する犯罪や人身取引事犯の被害者になって
いる子供や女性の早期保護等を図ることを目的に, 2007年10月に匿名通報
ダイアルを設置。受託団体が, 市民から匿名による事件情報の通報を受け
付け, その情報が警察に提供される。
② リーフレット
人身取引被害者が, 警察, 入国管理局等へ保護を求めやすくするための
リーフレットを作成（９ヶ国語対応）し, 関係国在外公館の査証申請窓口,
国際空港入国審査ゲート, 在京関係国大使館, NGO等に広く配布した。
問21．1945年以前に旧日本軍政の下で行われた従軍性的奴隷制度である
「慰安婦」に対する法的責任を締約国が負うことを考えているか否か。ま
た, まだ生存している加害者の調査及び訴追, この問題に関する一般国民
に対する教育, 及びアジア女性基金（1995－2007）によってカバーされな
かった国を含め, 被害者への適切な賠償を行うつもりがあるのかを示され
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たい。
（答）
そもそも, 本規約は, 我が国が規約を締結（1979年）する以前に生じた
問題に対して遡って適用されないため, 慰安婦問題を規約の履行状況の審
査の場において取り上げることは適切ではない。
その上で申し上げれば, 日本政府は, 慰安婦問題に関し, 1991年12月か
ら1993年８月にわたり, 全力を挙げて調査を行いその結果を発表するとと
もに, 1993年８月に, 慰安婦問題を多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけ
た問題であると認識した上で, お詫びと反省の意を表明する旨の（河野）
官房長官談話を発表した。同談話に示されたこのような立場は, 日本政府
の一貫した基本的立場である。
慰安婦問題を含め, 先の大戦に係る賠償並びに財産及び請求権の問題に
ついては, 日本政府は, サンフランシスコ平和条約, 二国間の平和条約及
びその他の関連する条約等に従って誠実に対応してきており, 慰安婦問題
を含め, これら条約等の当事国との間では法的には解決済みである。
このような立場を踏まえつつ, 日本政府は, 本件問題への対応につき,
国民的な議論を尽くした結果, 既に高齢となられた元慰安婦の方々の現実
的な救済を図るため, 1995年７月に設立された,「アジア女性基金」が
2007年３月をもって解散するまで同基金の事業に対して政府予算より約48
億円の拠出を行うなど, 最大限の努力を行ってきた。こうした慰安婦問題
の事実関係や同基金の活動については, 同基金のホームページ (http://
www.awf.or.jp) 上等において公表している。また, こうした資料につい
ては, アジア歴史センターのホームページ（http://www.jacar.go.jp) 上で
も閲覧が可能である。また, 日本政府は, アジア女性基金の事業を通じて,
元慰安婦の方々に, 総理の謝罪のお手紙をお届けした。
政府としては, 基金の事業を通じて表された日本国民の気持ちに理解が
得られるよう, 引き続き努力していく。また, 基金の意思を継いで, 元慰
安婦の方々のケアを行うための事業につき, 積極的に協力していく。
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問25．児童虐待の報告に関する綿密な調査, 加害者の訴追及び処罰, 治
療やカウンセリングの需要増加に伴う十分な資金と適切な人材の確保, 性
交同意最低年齢を現行の13歳から引き上げる等を一例とした, 児童虐待防
止を目的とした包括的な戦略の採用など, 性的虐待を含む児童虐待を根絶
するためにどのような施策を講じているか。
（答）
児童虐待を防止し, すべての児童の健全な心身の成長, ひいては社会的
自立を促していくため, 発生予防から早期発見・早期対応, 保護支援に至
るまでの切れ目のない総合的な支援を講じている。特に, 福祉のみならず,
医療, 保健, 教育, 警察等の地域における関係機関の協力体制の構築を促
進しており, 地方自治体レベルにおける虐待防止のためのネットワーク
（要保護児童対策地域協議会）は, 予防から自立支援に至るまですべての
段階で有効であり, 積極的な設置を働きかけている。
また, 児童虐待を防止するため, 2000年11月,「児童虐待の防止等に関
する法律」が施行され, 2004年には, 児童虐待防止法及び児童福祉法の改
正が行われた。さらに, 2007年, 児童虐待防止法及び児童福祉法の改正法
が成立し, 2008年４月に施行され, (1) 児童の安全確認等のための立入調
査等の強化, (2) 保護者に対する面会・通信等の制限の強化, (3) 保護者
に対する指導に従わない場合の措置の明確化, (4) 国及び地方公共団体に
よる児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の
分析の責務の明確化等の児童虐待防止対策の強化が行われた。
治療やカウンセリングの需要増加に対応するため, 児童相談所において,
地域の精神科医等の協力を得て保護者等へのカウンセリングを強化するた
めの財政的支援を行うとともに, 児童養護施設等においては心理担当職員
の配置等を行っている。
また, 近年, 地方公務員の総量が抑制されている中, 児童相談所の児童
福祉司については, 地方交付税措置により継続して増員が図られていると
ともに, 児童福祉司や児童虐待に関わる地方公共団体の職員等の専門性の
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向上を目的とした研修体系の充実も図られている。
児童買春及び児童ポルノを規制し児童を性的搾取及び性的虐待から守る
ため, 1999年に児童買春, 児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護
等に関する法律を制定した。2004年には同法を改正して, 児童買春や不特
定多数人への児童ポルノ提供等の罪の法定刑を引き上げたほか, 特定少数
者に対する児童ポルノ提供行為を処罰化するなど処罰範囲を拡大した。さ
らに, 児童ポルノの撲滅にはその需要を絶つことが重要であるとの認識か
ら, 2008年６月, 児童ポルノの単純所持についても犯罪化する法改正案が
国会に提出された。
問26．締約国は, 前回の政府報告審査に係る委員会の最終見解を踏まえ,
「合理的な差別」の概念に関する立場を変えたのか。
（答）
我が国は, 委員会の一般的性質を有する意見18パラ13にも述べられてい
るのと同様に, 規約が規定する差別の禁止は, 不合理な差別を禁止してい
るものであり, 合理的な根拠に基づく区別を禁止しているものではないと
考えている。
我が国では, ある取扱いに関する差異が, 合理的であるか否かについて
は, そのような差異が設けられた目的を考慮し, それぞれの事案により個
別具体的に, 経済的, 社会的その他の種々の事実関係を踏まえ, 総合的に
価値判断を行っている。
我が国は, 規約に規定されたとおり, 差別の禁止に努めていく所存であ
り, 委員会が「合理的な差別」と呼んでいる概念を根拠として, 恣意的な
差別を行うことはない。
問27．嫡出でない子に対する差別の撤廃を目的とし, 特に国籍や相続権
にかかる法律を改正し,「非嫡出子」の概念を法律上及び運用上除去する
意志があるか示されたい。
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（答）
１．国籍
我が国の国籍法は, 第２条第１号において, 出生の時に父又は母が日本
国民であるときは, 出生により日本国籍を取得すると規定している。これ
は, 出生の時に日本国民である父又は母との間に, 法律上の親子関係があ
ることに, 我が国との結合関係を見い出し, 日本国籍を付与するものであ
り, 嫡出子か, 嫡出でない子かの区別はない。
また, 国籍法第３条第１項では, 日本国民である父と外国人母との間に
生まれた嫡出でない子については, 国籍法第２条により出生時に日本国籍
を取得しない場合でも, 父母の婚姻及びその認知により嫡出子たる身分を
取得した場合には, 届出による日本国籍の取得を認めている。これは, 父
母が婚姻したことによって, 通常は, 日本国民の家族関係に包摂され, 我
が国との密接な結合関係が明らかになったと考えられたことによるもので
ある。
しかしながら, 2008年６月, 最高裁判所は, 国籍法第３条第１項の規定
が, 父が出生後に認知した子について, 父母の婚姻により嫡出子たる身分
を取得する準正が生じた子と, 単に認知されたにとどまる嫡出でない子と
の間に国籍取得に関する区別を生じさせていることは, 合理的な理由のな
い差別であるとして, 憲法第14条第１項に違反すると判断したところであ
り, 現在, この国籍法第３条については, 最高裁判決を十分に検討した上
で, 改正する方向で対処することとしている。
２．相続権
1996年２月に法務大臣の諮問機関である法制審議会が「民法の一部を改
正する法律案要綱」を答申した。この要綱における改正事項として, 嫡出
でない子の法定相続分を嫡出である子と同等とすることなどを内容とする
提言がされた。この民法改正の問題は, 婚姻制度や家族の在り方に関わる
重要な問題であり, 国民各層や関係方面で様々な議論があることから, 現
在国民の意見の動向を注視している状況にある。
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なお, 民法第900条第４号ただし書は, 法律上の配偶者との間に出生し
た嫡出である子の立場を尊重するとともに, 嫡出でない子の立場にも配慮
して, 嫡出でない子に嫡出である子の２分の１の法定相続分を認めること
により, 法律婚の尊重と嫡出でない子の保護との調整を図ったものであっ
て, 不合理な差別規定ではない。
また, 我が国の現行法上,「嫡出でない子」につき,「非嫡出子」という
用語を用いている例はない。
資料５ 規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討 自由権規約
委員会の最終見解 日本（外務省仮訳, 抜粋）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/pdfs/jiyu_kenkai.pdf, 2008
年11月26日アクセス。太字は外務省加筆。
（仮訳）
配布
一般
CCPR /C / JPN / CO / 5
2008年10月30日
原文：英語
自由権規約委員会
第90回会期
ジュネーブ 2008年10月13日－31日
規約第40条に基づき締約国より提出された報告の審査
自由権規約委員会の最終見解
日本
１．自由権規約委員会は, 日本の第５回定期報告（CCPR /C / JPN / 5）を,
2008年10月15日及び16日に開催された第2574回, 第2575回及び第2576回
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会合において審査し, 2008年10月28日及び29日に開催された第2592回,
第2593回, 第2594回会合において以下の最終見解を採択した。
Ａ．序論
２．委員会は, 締約国の包括的な第５回定期報告, 質問リスト（リスト・
オブ・イシュー）への書面回答及び委員の口頭回答に対する代表団の詳
細な口頭回答を歓迎する。しかしながら, 定期報告の締切が2002年10月
であったにもかかわらず, 報告書の提出が2006年12月であったことに留
意する。委員会は大規模でハイレベルな関係各省庁による政府代表団と,
対話に強い関心を示している多数の国内 NGOの出席を評価する。
Ｂ．肯定的側面
３．委員会は, 男女の権利の平等な享受を促進させるために計画されたい
くつかの法的及び制度的な措置の採用, 特に以下を歓迎する。
1999年の男女共同参画社会基本法の採択
 男女共同参画担当大臣の任命
 2005年に閣議決定された男女共同参画基本計画（第２次）が, 社会
のあらゆる分野において, 2020年までに, 指導的地位に女性が占める
割合が, 少なくとも30％程度になるよう期待するとの目標を定めてい
ること
 男女共同参画基本計画を推進し, 男女共同参画社会の形成促進のた
めの基本政策を調整する男女共同参画局の設立
４．委員会は, ジェンダーに基づく暴力と搾取の被害者（夫・パートナー
等からの暴力, 性的暴力及び人身取引を含む）を保護し, 援助するため
に締約国がとった以下の措置に留意する。
 配偶者暴力相談支援センター, 婦人相談所及び婦人保護施設の設立
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 保護命令の発令件数の増加及び改正配偶者暴力防止法の下における
保護の範囲の拡大
 2004年の「人身取引対策行動計画」の策定及び人身取引対策に関す
る関係省庁連絡会議の設立
５．委員会は締約国が2007年に国際刑事裁判所ローマ規程へ加入したこと
を歓迎する。
Ｃ．主な懸念事項及び勧告
６．委員会は, 締約国の第４回定期審査後の見解で発出された勧告の多く
が履行されていないことを懸念する。
締約国は, 委員会によって採択された今回の勧告及び前回の最終見解
を実行するべきである。
７．委員会は, 規約の規定を直接適用した国内裁判所の裁判例に関する情
報が, 最高裁判所が規約違反ではないと判断したもの以外には乏しいこ
とに留意する｡ (第２条）
締約国は, 規約の適用及び解釈が, 裁判官, 検察官及び弁護士に対す
る専門職業的研修の一部となること, 規約に関する情報を, 下級裁判所
を含め, 司法のあらゆる段階に広めることを確保すべきである。
８．委員会は, 締約国が自由権規約第一選択議定書を批准しない理由の一
つが, 本選択議定書の批准が司法制度との関連（司法の独立を含む｡）
で問題を引き起こす懸念があるというものであることに留意する。
締約国は, 委員会の判断が第４審でなく, かつ原則として, 事実及び
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証拠の評価又は国内裁判所による国内法の適用及び解釈の再検討を排除
しているという一貫した委員会の判断を考慮し, 選択議定書の批准を検
討するべきである。
９．委員会は, 締約国が未だ独立した国内人権機構を設立していないこと
に懸念をもって留意する。(第２条）
締約国は, パリ原則（国連総会決議48/134, 付属書）に適合し, 締
約国が受諾した全ての国際人権基準をカバーする幅広い権限を有し, か
つ, 公的機関による人権侵害の申立を検討し対処する能力を有する独立
した国内人権機構を政府の外に設立すべきであり, 機構に対して適切な
財政的及び人的資源を割り当てるべきである。
10．委員会は,「公共の福祉」が, 恣意的な人権制約を許容する根拠とは
ならないという締約国の説明に留意する一方,「公共の福祉」の概念は,
曖昧で, 制限がなく, 規約の下で許容されている制約を超える制約を許
容するかもしれないという懸念を再度表明する。(第２条）
締約国は,「公共の福祉」の概念を定義し, かつ「公共の福祉」を理
由に規約で保障された権利に課されるあらゆる制約が規約で許容される
制約を超えられないと明記する立法措置をとるべきである。
11．委員会は, 女性に影響を与える差別的な民法の条項, 例えば離婚後６
ヶ月間の女性の再婚禁止や男性と女性の婚姻年齢の相違への懸念を再度
表明する。(第２条１項, 第３条, 第23条４及び第26条）
締約国は, 女性の待婚期間を廃止し, 男性と女性の婚姻年齢を一致さ
せるべく民法を改正すべきである。
(桃山法学 第13号 ’09)86
12．委員会は, 公職における女性の代表性に関する数値目標にもかかわら
ず, 女性は国会議員（参議院）の18.2％, 国家公務員本省課室長相当職
以上の1.7％を占めるに過ぎないこと, 及び, 2010年までの国家公務員
本省課室長に占める女性の割合の目標数値が５％であるなど, 2008年の
「女性の参画加速プログラム」において設定された数値目標のいくつか
は極めて消極的であることに懸念をもって留意する。(第２条１, 第３
条, 第25条及び第26条）
締約国は, 2005年に採択された「男女共同参画基本計画（第２次)」
において設定された期間内に, 法定割当て制等の特別措置をとり, また
女性の代表性に係る数値目標を見直すことにより, 国会, 政府の最も高
いレベル, 及び公職における男女の衡平な代表を達成するための努力を
強化すべきである。
13．委員会は, 民間企業の管理職に占める女性の割合が10％しかなく, 女
性の給与は平均すると男性の給与の51％に過ぎず, また, 女性が非正規
労働者の７割を占め, そのために有給休暇, 母性に関連する保護及び家
族手当等の利益を享受することができず, 不安定な契約状況のためセク
シュアルハラスメントを受けやすいこと, 及びこのような女性達はしば
しば家庭生活を維持するためにパートタイム労働者として働くことを余
儀なくされているとの報告に懸念を有する。(第２条１, 第３条及び第
26条）
締約国は, 女性の正規雇用を促進し, 男女間の賃金格差を撤廃するた
め, 以下を含む措置をとるべきである。
 女性に対し平等な雇用機会を確保するためのポジティブ・アクショ
ンを行うようすべての企業に要求する。
 長時間労働に結びついている労働基準緩和を見直す。
 女性及び男性が仕事と家族生活のバランスをとることができるよう
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に, 児童保育施設の数を更に増やす。
 改正パートタイム労働法に基づく, パートタイム労働者の均等待遇
に関する条件を緩和する。
 職場におけるセクシュアルハラスメントを犯罪化する。
 男女雇用機会均等法に定める間接差別の禁止事項を, 世帯主である
ことや, パートタイム労働者や契約社員といった立場に基づく従業員
間の異なる取り扱いを含めるように拡大する。
 間接差別防止のための効果的な措置をとる。
14．委員会は, 刑法第177条の強姦の定義が男女間の実際の性交のみを対
象とし, かつ被害者の抵抗が強姦の要件となっていること及び被害者が
13歳以下である場合を除き, 強姦及び他の性犯罪について被害者からの
告訴なくして起訴出来ないことに懸念をもって留意する。また, 性的暴
力の加害者が往々にして懲罰を受けることを免れていること又は軽い刑
しか受けていないとする報告, 裁判官が過度に被害者の過去の性関係に
焦点をあて, 暴行に抵抗した証拠を提供することを被害者に要求すると
する報告, 改正監獄法及び警察庁の被害者支援のガイドラインの監視・
実施が効果的に機能していないとする報告及び性的暴力に関する専門の
研修を受けた医師と看護師の不足及びそのような研修を提供する NGO
への支援が不足しているとする報告を懸念する。(第３条, 第７条及び
第26条）
締約国は, 刑法第177条の強姦罪の定義の範囲を拡大し, 近親相姦,
性交以外の性的暴行, 男性に対する強姦が重大な犯罪とされることを確
保すべきである。また, 抵抗したことを被害者に証明させる負担を取り
除き, 強姦や他の性的暴力犯罪を職権で起訴するべきである。さらに,
裁判官, 検察官, 警察官, 刑務官に対する, 性的暴力におけるジェンダ
ーへの配慮に関する義務的な研修も導入すべきである。
(桃山法学 第13号 ’09)88
15．委員会は, 夫・パートナー等からの暴力の加害者に対する刑が緩やか
であるとの報告, 及び, 保護命令の違反者が違反を繰り返した場合, 又
は警告を無視した場合しか逮捕されないことを懸念する。また, 夫・パ
ートナー等からの暴力の被害者に対する長期的支援が不十分であること,
夫・パートナー等からの暴力による外国人被害者に対する在留資格付与
の遅延が, 被害者の安定雇用への応募と社会保障給付へのアクセスを事
実上妨げていることについて懸念する。(第３条, 第７条, 第26条２(3)）
締約国は, 夫・パートナー等からの暴力の加害者の量刑政策を見直し,
保護命令違反者を拘禁・訴追し, 夫・パートナー等からの暴力被害者に
対する補償やシングルマザーの子育てに対する手当を増やし, 補償や児
童支援に関する裁判所の命令を執行し, 長期のリハビリテーション・プ
ログラムとその施設や, 外国人等特別の支援を必要とする被害者への支
援を強化するべきである。
資料６ 規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討 Ｂ規約人権
委員会の最終見解 日本（外務省仮訳, 全文）
（出典）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/2c2_001.html, 2008年11
月26日アクセス。
配布
一般
CCPR /C / 79 / Add.102
1998年11月19日
原文：英語
市民的及び政治的権利に関する
国際規約（Ｂ規約）人権委員会
第64回会期
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規約第40条に基づき日本から提出された報告の検討
Ｂ規約人権委員会の最終見解
日本
１. 委員会は, 1998年10月28日及び29日に開催された第1714回から第1717
回会合 (CCPR / SR / 17141717) において日本政府の第４回報告 (CCPR /
C / 115 / Add. 3 and Corr. 1) を検討し, 1998年11月５日に開催された第
1726回及び第1727回会合（CCPR /C / SR. 17261727）において以下の最
終見解を採択した。
A．序論
２. 委員会は, 委員会によって提起された論点に対して代表団により提供
された率直かつ毅然とした回答と, 委員会の構成員によりなされた口頭
質問に対する答弁において提供された説明と解説に対し, 感謝の意を表
明する。委員会は, また, 締約国の様々な部局を代表する大代表団の出
席についても, 規約に基づく義務に応じている政府の真剣さを表すもの
であり, 感謝する。委員会は, また, その報告及び委員会の作業が, 広
く周知されていることについて, 締約国を賞賛する。委員会は, 今回の
報告に関する議論に多数の法律家と NGOが出席していることを歓迎す
る。
B．肯定的要素
３. 委員会は, 国内法を規約に適合させる現在進行中のプロセスに関し政
府を賞賛する。男女雇用機会均等法, 労働基準法, 出入国管理及び難民
認定法, 刑法, 児童福祉法, 公職選挙法, 風俗営業等の規制及び業務の
適性化等に関する法律の改正とともに人権擁護施策推進法並びに児童売
(桃山法学 第13号 ’09)90
春及び児童ポルノに係る日本国民を処罰することを目的とした法案を歓
迎する。
４. 委員会は, 男女共同参画社会の実現のための施策を調査し, 発展させ
る目的で男女共同参画推進本部の内閣レヴェルでの設置及び男女共同参
画2000年プランの採択を満足をもって留意する。委員会は, 法務省の人
権擁護機関によってとられた, 韓国・朝鮮人学校の生徒, 婚外子, アイ
ヌ・マイノリティの児童に対する差別及び偏見の撤廃に取り組むための
措置を歓迎する。
５. 委員会は, 国家公務員採用試験の受験資格における女性への制限の撤
廃, 男女別定年制及び結婚・妊娠・出産退職制の解消を歓迎する。
C．主な懸念事項及び勧告
６. 委員会は, 第３回報告の検討の後に発せられたその勧告が大部分履行
されていないことを, 遺憾に思う。
７. 委員会は, 人権の保障と人権の基準は世論調査によって決定されない
ことを強調する。規約に基づく義務に違反し得る締約国の態度を正当化
するために世論の統計を繰り返し使用することは懸念される。
８. 委員会は,「公共の福祉」に基づき規約上の権利に付し得る制限に対
する懸念を再度表明する。この概念は, 曖昧, 無制限で, 規約上可能な
範囲を超えた制限を可能とし得る。前回の見解に引き続いて, 委員会は,
再度, 締約国に対し, 国内法を規約に合致させるよう強く勧告する。
９. 委員会は, 人権侵害を調査し, 不服に対し救済を与えるための制度的
仕組みを欠いていることに懸念を有する。当局が権力を濫用せず, 実務
において個人の権利を尊重することを確保するために効果的な制度的仕
組みが要請される。委員会は, 人権擁護委員（訳注：原文では Civil
Liberties Commission）は, 法務省の監督下にあり, また, その権限は
勧告を発することに限定されていることから, そのような仕組みには当
たらないと考える。委員会は, 締約国に対し, 人権侵害の申立てに対す
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る調査のための独立した仕組みを設立することを強く勧告する。
10. さらにとりわけ, 委員会は, 調査及び救済のため警察及び出入国管理
当局による不適正な処遇に対する申立てを行うことができる独立した当
局が存在しないことに懸念を有する。委員会はそのような独立した機関
又は当局が締約国により遅滞なく設置されることを勧告する。
11. 委員会は, 客観的な基準を欠き, 規約第26条に抵触する,「合理的な
差別」の概念の曖昧さに懸念を有する。委員会は, この概念を擁護する
ため締約国により主張された議論は, 第３回報告の検討の際に主張され,
委員会が受け入れられないと判断したものと同様であることを認める。
12. 委員会は, 特に国籍, 戸籍及び相続権に関し, 婚外子に対する差別に
ついて引き続き懸念を有する。委員会は, 規約第26条に従い, すべての
児童は平等の保護を与えられるという立場を再確認し, 締約国が民法第
900条第4項を含む, 法律の改正のために必要な措置をとることを勧告す
る。
13. 委員会は, 朝鮮人学校の不認定を含む, 日本国民ではない在日韓国・
朝鮮人マイノリティに対する差別の事例に懸念を有する。委員会は, 第
27条に関する委員会の一般的な性格を有する意見23（1994年）が, 第27
条による保護は国民に限定されないと述べていることについて, 締約国
の注意を喚起する。
14. 委員会は, 土地への権利の不認定と同様に, 言語及び高等教育に関す
るアイヌ先住マイノリティ（Ainu indigenous minority）の人々に対する
差別について懸念を有する。
15. 同和問題に関し, 委員会は, 教育, 所得, 効果的救済制度に関し部落
の人々（Buraku minority）に対する差別が続いている事実を締約国が認
めていることを認識する。委員会は, 締約国がこのような差別を終結さ
せるための措置をとることを勧告する。
16. 委員会は, 婚姻の解消又は取消の日から６か月以内の女性の再婚の禁
止及び男性と女性の婚姻年齢の相違のような, 女性に対する締約国の差
別的法律が国内的法秩序に依然として残存していることに懸念を有する。
(桃山法学 第13号 ’09)92
委員会は, 女性に対する差別を規定するすべての法律の条項は規約第２
条, 第３条及び第26条に適合せず, 廃止されるべきことを想起する
17. 委員会は, 日本の第３回報告の検討終了時に, 外国人永住者が, 登録
証明書を常時携帯しないことを犯罪とし, 刑事罰を科す外国人登録法は,
規約第26条に適合しないとの最終見解を示した意見を再度表明する。委
員会は, そのような差別的な法律は廃止されるべきであると再度勧告す
る。
18. 出入国管理及び難民認定法第26条は, 再入国許可を得て出国した外国
人のみが在留資格を喪失することなく日本に戻ることを許可され, その
ような許可の付与は完全に法務大臣の裁量であることを規定している。
この法律に基づき, 第２世代, 第３世代の日本への永住者, 日本に生活
基盤のある外国人は, 出国及び再入国の権利を剥奪される可能性がある。
委員会は, この規定は, 規約第12条２及び４に適合しないと考える。委
員会は, 締約国に対し,「自国」という文言は,「自らの国籍国」とは同
義ではないということを注意喚起する。委員会は, 従って, 締約国に対
し, 日本で出生した韓国・朝鮮出身の人々のような永住者に関して, 出
国前に再入国の許可を得る必要性をその法律から除去することを強く要
請する。
19. 委員会は, 収容の厳しい条件, 手錠の使用及び隔離室での収容を含む,
出入国管理手続中に収容されている者に対する暴力及びセクシュアル・
ハラスメントに関する申立てについて懸念を有する。入国者収容所の被
収容者は, ６ヶ月間まで, また, いくつかの事例においては２年間もそ
こに収容される可能性がある。委員会は, 締約国が収容所の状況につい
て再調査し, 必要な場合には, その状況を規約第７条及び第９条に合致
させるための措置をとることを勧告する。
20. 委員会は, 死刑を科すことのできる犯罪の数が, 日本の第３回報告の
検討の際に代表団から述べられたように削減されていないことについて
厳に懸念を有する。委員会は, 規約の文言が死刑の廃止を指向するもの
であり, 死刑を廃止していない締約国は最も重大な犯罪についてのみそ
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れを適用しなければならないということを, 再度想起する。委員会は,
日本が死刑の廃止に向けた措置を講ずること, 及び, それまでの間その
刑罰は, 規約第６条２に従い, 最も重大な犯罪に限定されるべきことを
勧告する。
21. 委員会は, 死刑確定者の拘禁状態について, 引き続き深刻な懸念を有
する。特に, 委員会は, 面会及び通信の不当な制限並びに死刑確定者の
家族及び弁護士に執行の通知を行わないことは, 規約に適合しないと認
める。委員会は, 死刑確定者の拘禁状態が, 規約第７条, 第10条１に従
い, 人道的なものとされることを勧告する。
22. 委員会は, 起訴前勾留は, 警察の管理下で23日間もの長期間にわたり
継続し得ること, 司法の管理下に迅速かつ効果的に置かれず, また, 被
疑者がこの23日の間, 保釈される権利を与えられていないこと, 取調べ
の時刻と時間を規律する規則がないこと, 勾留されている被疑者に助言,
支援する国選弁護人がないこと, 刑事訴訟法第39条第３項に基づき弁護
人の接見には厳しい制限があること, 取調べは被疑者によって選任され
た弁護人の立会いなしで行われることにおいて, 第９条, 第10条及び第
14条に規定する保障が完全に満たされていないことに深く懸念を有する。
委員会は, 日本の起訴前勾留制度が, 規約第９条, 第10条及び第14条の
規定に従い, 速やかに改革がされるべきことを, 強く勧告する。
23. 委員会は, 代用監獄制度が, 捜査を担当しない警察の部局の管理下に
あるものの, 分離された当局の管理下にないことに懸念を有する。これ
は, 規約第９条及び第14条に基づく被拘禁者の権利について侵害の機会
を増加させる可能性がある。委員会は, 代用監獄制度が規約のすべての
要請に合致されるべきとした日本の第３回報告の検討後に発せられたそ
の勧告を再度表明する。
24. 委員会は, 人身保護法に基づく人身保護規則第４条が, 人身保護命令
書を取得するための理由を拘束状態に置くことについての法的権限
の欠如及びデュー・プロセスに対する明白な違反, に限定している
ことに懸念を有する。また, それは他のすべての救済措置を尽くしたこ
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とを要求している。委員会は, 同規則第４条が, 拘束の正当性に対抗す
るための救済措置としての効果を損うものであり, したがって, 規約第
９条に適合しないと考える。委員会は, 締約国が同規則第４条を廃止す
るとともに, 人身保護請求による救済についていかなる限定や制限なし
に完全に効果的なものとすることを勧告する。
25. 委員会は, 刑事裁判における多数の有罪判決が自白に基づくものであ
るという事実に深く懸念を有する。自白が強要により引き出される可能
性を排除するために, 委員会は, 警察留置場すなわち代用監獄における
被疑者への取調べが厳格に監視され, 電気的手段により記録されるべき
ことを勧告する。
26. 委員会は, 刑事法の下で, 検察には, 公判において提出する予定であ
るものを除き捜査の過程で収集した証拠を開示する義務はなく, 弁護側
には手続の如何なる段階においても資料の開示を求める一般的な権利を
有しないことに懸念を有する。委員会は, 規約第14条３に規定された保
障に従い, 締約国が, 防禦権を阻害しないために弁護側がすべての関係
資料にアクセスすることができるよう, その法律と実務を確保すること
を勧告する。
27. 委員会は, 日本の行刑施設の制度の多くの側面に深い懸念を有してお
り, これらは, 規約第２条３, 第７条及び第10条との適合性に重大な
疑問を提起するものである。特に, 委員会は, 次の諸点に懸念を有する。
a) 言論, 結社及びプライバシーの自由を含む, 被収容者の基本的権
利を制限する厳しい所内行動規則
b) 頻繁な独居拘禁の使用を含む, 厳しい懲罰の使用
c) 規則違反で摘発された被収容者に対する懲罰を決定するための公平
かつ公開手続の欠如
d) 刑務官による報復に対して不服申立を行う被収容者の不十分な保
護
e) 被収容者の不服申立を調査するための信頼できる制度の欠如, 及び,
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f) 革手錠等, 残虐かつ非人道的取扱いとなり得る保護措置の頻繁な使
用
28. 委員会は, 中央労働委員会が, 労働者が労働組合に加入していること
を示す腕章を着用している場合に不当労働行為の申立についての審問を
拒絶することに懸念を有する。そのような行為は, 規約第19条及び第22
条と矛盾する。委員会の見解は, 中央労働委員会の注意を喚起させるべ
きものである。
29. 風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律の改正にも関わら
ず, 女性の不正取引及び不正取引, 奴隷類似行為の対象となった女性に
対する不十分な保護は, 規約第８条の下で深刻な懸念として残っている。
児童の売春及び児童ポルノに対して計画されている新規立法に関する締
約国からの情報に鑑み, 委員会は, そのような手段は, 性的同意の下限
年齢が13歳と低い場合には, 18歳未満の児童を保護しない可能性がある
ことについて懸念を有する。委員会は, また, 児童の誘拐及び性的搾取
が刑罰の対象となるという事実にも関わらず, 売春の目的のために日本
に外国人児童を連れてくることを禁止するために特定の法的条項の不存
在についても懸念を有する。委員会は, 状況が規約第９条, 第17条及び
第24条に基づく締約国の義務に従ったものとされるよう勧告する。
30. 委員会は, 女性に対する暴力, 特に家庭内暴力及び強姦, の高い発生
率及びこの慣行の根絶のための改善措置の不存在について引き続き厳に
懸念を有する。委員会は, 日本の裁判所が, 性交の強要を含む家庭内暴
力が結婚生活の通常の範囲と考えているように思われることについて困
惑している。
31. 委員会は, 障害を持つ女性の強制不妊の廃止を認識する一方, 法律が
強制不妊の対象となった人達の補償を受ける権利を規定していないこと
を遺憾に思い, 必要な法的措置がとられることを勧告する。
32. 委員会は, 裁判官, 検察官及び行政官に対し, 規約上の人権について
の教育が何ら用意されていないことに懸念を有する。委員会は, かかる
教育が得られるようにすることを強く勧告する。裁判官を規約の規定に
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習熟させるための司法上の研究会及びセミナーが開催されるべきである。
委員会の一般的な性格を有する意見及び選択議定書に基づく通報に関す
る委員会の見解は, 裁判官に提供されるべきである。
33. 委員会は, 政府に対し, これらの最終見解を基礎に行動を起こし, 第
５回報告の準備に際してこれらを考慮に入れることを要請する。また,
委員会は, 締約国がその国内法を規約に完全に沿ったものとするために,
その法律の見直し及び適切な改正を行うことを継続するよう勧告する。
委員会は, 締約国が人権侵害の被害者を救済するための措置をとること,
特に, 規約の選択議定書を批准することを勧告する。
34. 委員会は, これらの最終見解の履行に際しては, 締約国が NGOを含
むすべての国内の関心を有する関係者との対話の中でこれを行うことを
期待する。委員会は, 締約国に対し, その報告及びこれらの最終見解を
広く配布することを確保することを要請する。
35. 委員会は, 日本の第５回報告の提出日を2002年10月に指定する。
（訳注：訳文中の「締約国」は, 日本を指す｡）
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